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─ 令和２会計年度 ─ 

Ⅰ 教育委員会等における教育費調査 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 
この調査は、学校教育、社会教育及び教育行政における地方公共団体から支出された経費並びに収

入の実態を明らかにして、国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎資料を得ること

を目的としています。 

（２）調査の対象と規模 
この調査の対象は、県、県教育委員会、市町（一部事務組合を含む。以下同じ。）教育委員会及び

公立諸学校です。本会計年度に調査対象となった教育委員会及び公立諸学校（分校も１校とする。）

の数は次のとおりです。 

教育委員会数  公立諸学校数 

県 教 育 委 員 会 １  幼 稚 園 52 
市 教 育 委 員 会 １１  小 学 校 280 
町 教 育 委 員 会 ９  中 学 校 129 

組 合 教 育 委 員 会 １  特 別 支 援 学 校 9 
計 ２２  高 等 学 校 全 日 制 課 程 52 

  高 等 学 校 定 時 制 課 程 10 

  
高 等 学 校 通 信 制 課 程 1 

中 等 教 育 学 校 3 
   専 修 学 校 1 

   幼保連携型認定こども園 14 

   計 551 

（３）調査の内容 
この調査では、地方教育費を学校教育、社会教育及び教育行政の三つの教育分野に大別し、さらに

学校教育費を幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、高等学校全日制課程、高等学校定時制課程、

高等学校通信制課程、中等教育学校、専修学校及び認定こども園の１０分野に、社会教育費を公民

館、図書館、博物館、体育施設、文化会館等の１０分野に分けて、それぞれの分野において支出され

た経費を負担区分別（財源の種類）と使途別（支出項目別）との両面から調査しました。 

（４）調査する教育費の範囲 
この調査では、令和２会計年度において、国、県、市町が教育のために支出した経費並びに教育施

設に伴う収入を範囲としました。 

２ 調査の結果 

（１）教育費総額 
令和２会計年度における本県の教育費総額（公費及び寄付金をいう。）は約 1,848 億 5 千 3百万円

であり、前年度に比べ約 63 億円の減（△3.3％）となっています。これを年度別に見ると、第１表の

とおりです。 

第１表 教育費総額の推移 

          項目 
 

会計年度 

愛    媛    県 全   国 

実 額 
（千円） 

対前年度

増加率

（％） 

学校教育費 
（千円） 

社会教育費 
（千円） 

教育行政費 
（千円） 

実 額 
（千円） 

対前年度

増加率

（％） 

平成 28 会計年度 190,462,233  △3.0 158,292,327 21,385,742 10,784,164 16,030,096,285 △ 1.0 
平成 29 会計年度 193,350,335 1.5 160,107,225 22,090,030 11,153,080 16,108,116,181 0.5 
平成 30 会計年度 188,476,972 △2.5 155,683,780 21,391,800 11,401,392 15,969,518,373 △ 0.9 
令 和 元 会 計 年 度 191,113,147 1.4 157,069,683 21,783,161 12,260,303 16,384,047,409 2.6 
令 和 ２ 会 計 年 度 184,853,627 △3.3 155,155,034 17,731,350 11,967,243 16,799,127,202 2.5 
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ア．教育分野別教育費総額 
 

教育費総額を学校教育

費、社会教育費及び教育

行政費に区分し、学校教

育費については、さらに

各学校種類別に細分して

それぞれの支出額等を見

ると第２表のとおりです。

また、教育費総額の教育

分野別の割合を図示する

と図１のとおりです。  

これによると、令和２

会計年度の教育費総額の

83.9％は学校教育費が占

め、社会教育費は 9.6％、

教育行政費 6.5％となっ

ています。 

 

 

 
図１ 教育費総額の分野別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．財源別教育費総額 

 

令和２会計年度におけ

る教育費総額の財源内訳

は第３表に示すとおりで

す。なお、ここでいう地方

債・寄付金以外の公費に

は、文部科学省以外の省

庁が所管する補助金、県

教育委員会以外の各部局

が所管する県支出金、市

町教育委員会以外が所管

する市町支出金から教育

のために支出された経費

も含まれています。 

第３表　教育費総額の財源別実額

総 額 構 成 比
対前年度
増 加 率

千円 ％ ％

184,853,627 100.0 △ 3.3

177,758,089 96.2 0.5

国 庫 補 助 金 23,908,608 12.9 6.5

県 支 出 金 101,011,268 54.7 △ 1.4

市 町 支 出 金 52,838,213 28.6 1.7

7,070,550 3.8 △ 50.2

24,988 0.0 △ 46.5
公費に組み入れられた寄付金 800 0.0 △ 95.8
　公費に組み入れられない寄付金 24,188 0.0 △ 12.5

区分

Ⅰ 地方債・寄付金以外の公費

Ⅱ 地 方 債

Ⅲ 寄 附 金

教 育 費 総 額

第２表　教育費総額の教育分野別実額

実 額 構 成 比
対 前 年 度
増 加 率

千円 ％ ％

184,853,627 100 △ 3.3

155,155,034 83.9 △ 1.2

1,644,298 0.9 △ 19.8

68,862,366 37.2 △ 1.8

38,922,117 21.1 △ 6.5

9,820,800 5.3 2.4

全 日 制 課 程 31,278,749 16.9 5.9

定 時 制 課 程 896,539 0.5 1.1

通 信 制 課 程 177,018 0.1 2.0

2,236,940 1.2 5.0

246,601 0.1 19.3

1,069,606 0.6 49.6

17,731,350 9.6 △ 18.6

11,967,243 6.5 △ 2.4

B 社 会 教 育 費

Ｃ 教 育 行 政 費

特 別 支 援 学 校
高

等

学

校

中 等 教 育 学 校

専 修 学 校

幼保連携型認定こども園

教 育 分 野

教 育 費 総 額

Ａ 学 校 教 育 費

幼 稚 園

小 学 校

中 学 校
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第３表によると、令和２

会計年度の教育費総額は、

国庫補助金 12.9％、県支

出金 54.7％、市町支出金

28.6％で全体の 96.2％を

占めています。これを図

示すると図２のとおりで

す。 

また、教育費総額を教育

分野別、財源別の両面よ

り見た構成比は、第４表

のとおりです。 

 

 

 

 

 
第４表 教育総額の教育分野別にみた財源別構成比 

 

ウ．支出項目別教育費総額 
教育費総額を支出項目別に見ると、第５表のとおりです。これによると、教育費総額の 84.1％は消費的

支出（教員給与等、毎年、経常的に支出される経費）で占められており、資本的支出（土地費、建築費、

設備・備品及び図書購入費）は約 11.1％となっています。 

また、教育費総額の教育分野別、支出項目別の両面から構成比を見ると第６表のとおりです。 

第５表 教育費総額の大支出項目別実額と構成比  

 

  

２年度 元年度
対前年度増

加率
２年度 元年度

千円 千円 ％ ％ ％

184,853,627 191,113,147 △ 3.3 100.0 100.0

消 費 的 支 出 155,506,132 157,159,448 △ 1.1 84.1 82.3

資 本 的 支 出 20,414,440 24,907,891 △ 18.0 11.1 13.0

債 務 償 還 費 8,933,055 9,045,808 △ 1.2 4.8 4.7

構　成　比実　　額

区分

教 育 費 総 額

図２ 教育費総額の財源別構成比 

注（ ）は令和元年度 

教　育　分　野

財　　源
全 日 制 定 時 制 通 信 制

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

96.2 96.3 96.2 95.0 94.8 100.0 99.7 100.0 100.0 100.0 100.0 87.0 93.0 98.9

国 庫 補 助 金 12.9 15.2 0.2 19.9 20.3 12.8 1.3 0.6 1.6 8.2 10.3 2.8 1.7 0.9

県 支 出 金 54.7 61.0 0.5 47.8 48.9 87.2 98.4 99.4 98.4 91.8 89.7 4.9 11.7 35.3

市 町 支 出 金 28.6 20.1 95.5 27.3 25.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 79.3 79.6 62.7

3.8 3.7 3.8 5.0 5.2 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 13.0 6.9 1.1

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0

教 育
行 政全学校 幼稚園 小学校 中学校

特別支
援学校

高 等 学 校
中等教
育学校

専 修
学 校

幼保連携
型認定こ
ど も 園

Ⅲ公費に組み入れられた寄付金

Ⅳ公費に組み入れられない寄付金

計

学校教育費

社 会
教 育

教　　育　　費　　総　　額

Ⅰ 地方債・寄付金以外の公費

Ⅱ 地 方 債

Ⅲ 寄 附 金
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第６表 教育費総額の教育分野別にみた支出項目別構成比 

 

（２）在学者(県民)１人当たりの教育費 

令和２会計年度の学校 第７表 教育分野別の在学者(県民)１人当たり経費 

種類別の在学者１人

当たり学校教育費と県

民１人 当たり社会教

育費、教育行政費は第

７表のとおりです。こ

れによると、在学者１

人当たり教育費が最も

高いのは、特別支援学

校の 655 万 1,568 円（小

学校児童１人当たり教

育費の約 6.4 倍）、次い

で専修学校の 274 万 11

円（小学校児童１人当

たり教育費の約 2.7倍）

となっています。 

 

 

（３）寄付金 
令和２会計年度の寄付金総額の教育費に占める比率及び在学者（県民）１人当たり寄付金額を教

育分野別に示すと第８表のとおりです。 

これによると、寄付金総額は 2,498 万 8 千円で、教育費に占める比率は 0.01％です。また、学校

種類別の在学者１人当たり寄付金額は、小学校が 5円で、中学校は 8円となっています。 

また、寄付金総額の支出項目別の実額及びその構成比は第９表のとおりです。 

 

全日制 定時制 通信制

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

Ａ　消費的支出 84.1 84.2 88.8 82.0 81.1 95.6 87.6 99.9 100.0 97.9 87.6 81.0 74.1 98.3

１　人件費 70.4 76.6 67.8 68.2 89.0 70.9 96.3 93.1 85.9 68.5 70.7 24.8 0.0

ａ　本務教員の給与 45.9 50.1 44.4 44.7 53.1 46.3 96.3 63.4 56.9 38.7 38.2 0.0 0.0

ｂ　ａ以外の人件費 24.5 26.5 23.4 23.5 35.9 24.6 0.0 29.7 29.0 29.8 32.5 0.0 0.0

２　教育活動費 2.3 1.3 2.6 2.4 1.2 2.0 0.4 1.7 1.5 5.5 2.1 0.0 0.0

３　管理費 5.4 6.6 6.0 5.3 2.8 5.0 0.4 0.2 3.0 13.4 4.5 0.0 0.0

４　補助活動費 5.8 3.6 5.2 4.9 2.6 9.5 2.7 4.9 7.3 0.0 3.5 0.0 0.0

５　所定支払金 0.3 0.7 0.3 0.3 0.0 0.2 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.0 0.0

Ｂ　資本的支出 11.1 11.0 7.4 12.8 12.7 1.8 9.0 0.1 0.0 0.5 12.4 18.9 17.7 1.5

１　土地費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

２　建築費 5.3 3.5 6.0 6.8 1.2 3.3 0.1 0.0 0.3 0.0 18.4 0.0 0.0

３　設備・備品費 5.6 3.9 6.7 5.8 0.6 5.7 0.0 0.0 0.2 12.4 0.5 0.0 0.0

４　図書購入費 0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Ｃ　債務償還費 4.8 4.8 3.8 5.2 6.2 2.6 3.4 0.0 0.0 1.6 0.0 0.1 8.2 0.2

　　　　　　　　　　　教育分野

　区　分
計

学　校　教　育　費

全学校 幼稚園

教 育 費 総 額

小学校
高等学校

中学校
特別支
援学校

中等教

育学校

教育
行政費専修学

校
認定こ
ども園

社会
教育費

実　額
指数

（小=100）

対前年度

増加率

円 ％

1,196,132 116 0.2

1,209,932 118 14.0

1,027,183 100 △ 0.3

1,221,929 119 △ 6.4

6,551,568 638 3.1

全 日 制 課 程 1,330,275 130 8.7

定 時 制 課 程 2,668,271 260 6.8

通 信 制 課 程 424,504 41 △ 0.9

909,325 89 9.5

2,740,011 267 10.0

932,525 91 △ 12.0

13,073 1 △ 20.2

8,823 1 △ 4.3

注　　指数は、小学校の児童１人当たり教育費を100として求めた数値である。

教　育　分　野

幼 稚 園

小 学 校

中 学 校

特 別 支 援 学 校

Ａ 学 校 教 育 費

高

等

学

校

中 等 教 育 学 校

専 修 学 校

幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も園

Ｂ 社 会 教 育 費

Ｃ 教 育 行 政 費
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第８表 教育分野別寄付金総額・教育費総額に対する比率・在学者(県民)１人当たり寄付金額 

第９表 支出項目別にみた寄付金総額と構成比 

（４）教育施設に伴う収入 
令和２会計年度における授業料、施設使用料等の収入は、総額約 43 億 8 千万円であり、各教育施設

別の収入総額と教育費（公費）総額との関係を示すと第 10 表のとおりです。 

第 10 表 教育施設別の収入総額と教育費(公費)総額

   

比率

実 額 (ａ) 構成比 （ａ）／（ｂ）

千円 ％ 千円 ％

4,387,409 100.0 184,853,627 2.4

3,331,974 75.9 155,155,034 2.1

9,139 0.2 1,644,298 0.6

61,284 1.4 68,862,366 0.1

35,186 0.8 38,922,117 0.1

837 0.0 9,820,800 0.0

全 日 制 課 程 2,979,391 67.9 31,278,749 9.5

定 時 制 課 程 11,828 0.3 896,539 1.3

通 信 制 課 程 3,692 0.1 177,018 2.1

159,864 3.6 2,236,940 7.1

16,288 0.4 246,601 6.6

54,465 1.2 1,069,606 5.1

569,071 13.0 17,731,350 3.2

486,364 11.1 11,967,243 4.1

教育施設に伴う収入総額は、一般会計と特別会計の合計額である。

B 社 会 教 育 施 設

Ｃ 教 育 行 政 機 関

小 学 校

中 学 校

特 別 支 援 学 校

中 等 教 育 学 校

専 修 学 校

認 定 こ ど も 園

注２

高

等

学

校

収入総額
教育施設

教育費（公費）の
支出総額　(ｂ)

全 教 育 施 設

教育費(公費)の支出総額は、国庫補助金、県支出金、市町支出金、地方債及び公費に組み入れた

寄 付金の合計額である。

注１

Ａ 全 学 校

幼 稚 園

千円 円 ％ ％

24,988 - 0.01 △ 46.5

580 4 0 △ 94.9

　 0 0 0 -

330 5 0 △ 94.8

250 8 0 △ 95.0

0 0 0 -

全日制課程 0 0 0 -

定時制課程 0 0 0 -

通信制課程 0 0 0 -

0 0 0 -

0 0 0 -

0 0 0 -

24,308 18 0.1 △ 29.8
100 0 0 △ 84.8Ｃ　教育行政費

中　学　校

特別支援学校

中等教育学校

専　修　学　校

認定こども園

B　社会教育費

　　　　　　寄付金

教育分野

寄付金

総額

在学者（県民）

1人当たり

各教育分野の

教育費総額に

占める割合

寄付金総額の

対前年度増加

率

高

等

学

校

寄付金総額

Ａ　学校教育費

幼　稚　園

小　学　校

構成比 構成比 構成比 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

0 - 330 100.0 250 100.0 0 -
0 - 130 39.4 50 20.0 0 -

１　人　件　費 0 - 0 0.0 0 0.0 0 -
２　教育活動費 0 - 130 39.4 50 20.0 0 -
３　管　理　費 0 - 0 0.0 0 0.0 0 -
４　補助活動費 0 - 0 0.0 0 0.0 0 -
５　所定支払金 0 - 0 0.0 0 0.0 0 -

0 - 200 60.6 200 80.0 0 -

区 分
幼稚園 小学校 中学校 高等学校（全日制）

寄 付 金 総 額

Ａ 消 費 的 支 出

Ｂ 資 本 的 支 出
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３ グラフで見る教育費の推移 

 

教育費総額の推移（愛媛県と全国）

義務教育（小・中学校）の学校教育費の推移

高等学校（全日制）の学校教育費の推移

0
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1,000
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2,000

2,500

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

億円
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愛媛県の教育費総額の推移

年度 学校教育費 社会教育費 教育行政費
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23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

億円
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義務教育（小学校）の学校教育費の推移

年度 消費的支出 資本的支出 債務償還費
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億円

年度

義務教育（中学校）の学校教育費の推移

消費的支出 資本的支出 債務償還費

0

500

1,000

1,500

2,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

百億円

年度

全国の教育費総額の推移

学校教育費 社会教育費 教育行政費

0
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億円

年度

高等学校（全日制）の学校教育費の推移

消費的支出 資本的支出 債務償還費
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愛媛県

全国
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Ⅱ 知事部局における生涯学習関連費調査 

１ 調査の概要 
社会教育・生涯学習に関する経費の全体像を把握するため、Ⅰの調査に加えて実施した知事部局所管の

社会教育類似調査です。県が条例で設置し、知事部局が所管する次の施設を生涯学習関連施設とし、体育

施設、青少年教育施設、女性教育施設、文化会館、その他の生涯学習関連施設、文化財保護施設の６分野

に分けて、それぞれの施設において支出された経費（生涯学習関連費）を負担区分別（財源の種類）と使

途別（支出項目別）との両面から調査しました。 

分  野 施   設   名 

体 育 施 設 総合運動公園、南レク公園（1,3,4,5 号）、えひめ森林公園（キャンプ場）、武道館 

青少年教育施設 えひめこどもの城 

女 性 教 育 施 設 愛媛県男女共同参画センター 

文 化 会 館 愛媛県県民文化会館 

そ の 他 の 生 涯 
学 習 関 連 施 設 

愛媛県消費生活センター、愛媛県体験型環境学習センター、総合運動公園（とべ動
物園）、道後公園、愛媛県農林水産研究所農業研究部花き研究指導室、生活文化セン
ター、萬翠荘 

２ 調査の結果 
知事部局所管で対象施設とした 14 施設の生涯学習関連費の総額は約 30 億 3 千万円で、支出項目別に

見ると第 11 表のとおりであり、消費的支出が 83.8％、資本的支出が 16.2％を占めています。 

この生涯学習関連費を県教育委員会所管の社会教育費に合算した場合、社会教育費の合計額は約 50 億

6 千万円となります。県教育委員会所管の社会教育費と比較すると第 12 表のとおりです。合算した社会

教育費に占める知事部局の生涯学習関連費の比率は 59.9％となり、知事部局の生涯学習関連費は社会教

育費の半分以上を占めています。 

第 11 表 知事部局の支出項目別生涯学習関連費 

 

第 12 表 県教育委員会所管の社会教育費と知事部局の生涯学習関連費 

  

構成比 消費的支出 比率 資本的支出 比率 債務償還費 比率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

3,033,961 100.0 2,541,830 83.8 492,131 16.2 0 -

体 育 施 設 費 1,165,824 38.4 1,155,225 45.4 10,599 2.2 0 -

青 少 年 教 育 施 設 費 573,593 18.9 227,534 9.0 346,059 70.3 0 -

女 性 教 育 施 設 費 80,246 2.6 79,520 3.1 726 0.1 0 -

文 化 会 館 費 248,323 8.2 248,323 9.8 0 0.0 0 -

その他の生涯学習関連施設費 965,975 31.9 831,228 32.7 134,747 27.4 0 -

 区             分 
支出総額 支出項目別内訳

生 涯 学 習 関 連 費

支出額 比率 支出額 比率

千円 千円 ％ 千円 ％

5,064,315 2,030,354 40.1 3,033,961 59.9

公 民 館 費 0 0 -

図 書 館 費 187,367 187,367 100.0

博 物 館 費 1,512,357 1,512,357 100.0

体 育 施 設 費 1,165,824 0 0.0 1,165,824 100.0

青 少 年 教 育 施 設 費 611,384 37,791 6.2 573,593 93.8

女 性 教 育 施 設 費 80,246 0 0.0 80,246 100.0

文 化 会 館 費 248,323 0 0.0 248,323 100.0

そ の 他 1,122,854 156,879 14.0 965,975 86.0
教育委員会が行った社会
教 育 活 動 費 61,614 61,614 100.0

文 化 財 保 護 費 74,346 74,346 100.0

 区             分 合計額
県教育委員会所管の社会教育費 知事部局の生涯学習関連費

社 会 教 育 費

（ 生涯 学 習 関 連 費 含 む ）
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─ 令和３年５月１日現在 ─ 

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 
この調査は、地方教育行政機関の組織及び活動の状況を明らかにし、国及び地方公共団体における

教育諸施策に役立つ基礎資料を整備することを目的としています。 

（２）調査の対象 
この調査対象は、県教育委員会及び市町（一部事務組合を含む。）教育委員会です。 

なお、この報告書では、県教育委員会を除いています。 

（３）調査の内容 
この調査の調査事項は、次の４項目です。 

① 教育委員会の類型（種類、組織、人口） 
② 教育委員（年齢、在職期間、職業、報酬等） 
③ 教育長（年齢、在職期間、給与等） 
④ 事務局の本務職員数（職種別職員数） 

２ 調査の結果概要 

（１）市町教育委員会の類型 

     組織別 
種類別 

教育委員の数 
計 備考 

６人制 ５人制 ３人制 
市 1  10  － 11   
町 -  9  － 9   

一部教育事務組合 -  1  － 1   
合計 1  20  － 21   

（２）市町教育委員（教育長を除く。）の状況 

（ア） 男女別年齢構成等 

性別 人数 平均年齢 
平均在職期間 教職 

経験者 年 月 

男 50 63.1  4 1 10 

女 33 55.7  4 10 10 

計 83 60.1  4 5 20 

 

（イ） 職業別構成等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

          男女別 
 職業別 

男 女 計 
        男女別 
職業別 

男 女 計 

管理的職業従事者  16  5 21 生産工程従事者 0 0 0 

専門的・技術的職業従事者  5  6  11 輸送・機械運転従事者 0 0 0 

事務従事者 1  4  5 建設・採掘従事者 1 0 1 

販売従事者  0  1  1 運搬・清掃・包装等従事者 0 0 0 

サービス職業従事者  3  4  7  無職 11 12 23 

保安職業従事者  2  0  2     

農林漁業従事者  11  1 12     

合  計 50 33 83 
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（ウ）委員報酬（平均） 

区分 月額制  (円) 年額制  (円) 

委 員 67,317 256,744  

（３）市町教育長の状況 

（ア） 年齢構成（一部事務組合を除く ２０人） 

性別 人数 平均年齢 
平均在職期間 教職 

経験者 
教育行政 
経験者 

一般行政 
経験者 年 月 

男 19 63.6 2 4 14 15 4 

女 1  64 1 5 1 0 0 

計 20 63.7 2 3 15 15 4 

 

（イ） 直前歴（一部事務組合を除く ２０人） 

性別 教育長 教職員 
教育委員会 

関係職員 
地方公務員 国家公務員 その他 

男 2 4 4 5 1 3 

女 － 1 － － － － 

計 2 5 4 5 1 3 

（ウ） 給与等（一部事務組合を除く ２０人） 

平均給与額 

583,292 円 

（４）事務局職員の状況 

（ア） 職種別の本務職員数（一部事務組合を除く ２０委員会） 

職種別 
人  数         

     
（人） 

構成比 
     

（％） 

平均人数 
   (人) 

指導主事 12  1.8  0.6  

充て指導主事 63  9.4  3.2  

社会教育主事 13  1.9  0.7  

派遣社会教育主事 0  0.0  0.0  

社会教育主事補 0  0.0  0.0  

事務職員 548  81.4  27.4  

技術職員 30  4.5  1.5  

労務職員 7  1.0  0.4  

合計 673  100.0  33.7  

（イ） 指導主事等の配置状況（一部事務組合を除く ２０委員会） 

職種別 
配置 

教育委員会数 

配置率 
     

（％） 

平均人数 
   (人) 

指導主事 15 75.0 5.0 

社会教育主事 7 35.5 1.9 

事務職員 20 100.0 27.4 

技術職員 3 15.0 10.0 

労務職員 2 5.0 3.5 

注）平均人数は、配置している教委当たりの数 


